
福岡県介護サービス事業所等における緊急支援体制確保事業費補助金交付要綱 

 

 （通則） 

第１条 福岡県介護サービス事業所等における緊急支援体制確保事業費補助金（以下「補助

金」という。）については、予算の範囲内において交付するものとし、福岡県補助金等交

付規則（昭和３３年福岡県規則第５号。以下「規則」という。）の規定によるほか、この

交付要綱の定めるところによる。 

 

 （交付の目的） 

第２条 この補助金は、新型コロナウイルス感染症の影響により働く場を失った者に対し短

期の雇用を創出するとともに、介護職員の負担軽減を図ることを目的とする。 

 

 （交付の事業内容） 

第３条 この補助金は、福岡県内に所在し、介護保険法（平成９年法律第 123 号）に基づく

介護サービスを実施する事業所（以下「事業所」という。）が、次の各号に掲げる要件を

全て満たす者を雇用する事業（以下「補助事業」という。）を交付対象とする。 

 一 新型コロナウイルス感染症の影響により、働く場を失った者（学生及び在留資格の活

動として就労が認められている外国人又は地方出入国管理局の許可を得て就労が認めら

れている外国人を含む。） 

 二 暴力団員でない者 

 三 交付決定のあった日の属する年度の５月１日から１月 31 日までの間に雇用を開始し

た者（事業所において従前から就労していた者を合理的な理由がなく解雇し、再度雇用

する場合を除く。） 

２ 補助金の交付対象となる期間は、補助金の交付決定の時期にかかわらず、交付決定のあ

った日の属する年度の５月１日から３月 31 日の範囲内において、雇用を開始した日から概

ね３か月程度とする。  

 

 （従事業務） 

第４条 補助事業により雇用した者（以下「対象者」という。）については、介護サービス

の利用者に関わりのない業務のうち、専門的知識・技術がない者でも可能な業務に従事さ

せるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、対象者が介護保険法又は社会福祉士及び介護福祉士法（昭和

62 年法律第 30 号）に基づく資格等を有するほか、他の事業所等で高齢者へのサービス提

供に従事したことがある場合はこの限りでない。 

 

 （交付額の算定方法） 

第５条 この補助金の交付額は、次により算出された額とする。 

一 対象経費は、次に掲げる経費のうち、補助事業の実施により新たに生じることとなっ

たものとする。 

  イ 社会保険料 

  ロ 賃金 

ハ 職員手当等 



  ニ 需用費（事業実施に必要なものに限る。） 

  ホ 役務費（事業実施に必要なものに限る。） 

二 補助対象経費の実支出額（千円未満切捨てとする。）と、次の表の左欄に掲げる区分

に応じ、同表右欄に掲げる基準額とを比較して、少ない方の額を補助額とする。 

区分 基準額 

入所施設・居住系サービス事業所 １４４万円 

訪問、通所・短期入所等サービス事業所 ７２万円 

 三 第一号イからハまで（以下「人件費」という。）の支出額の合計は、対象経費の実支出

額の７割以上の額となるものとする。 

 

 （交付の除外要件） 

第６条 補助事業を実施する事業者（以下「事業者」という。）が、この補助金の交付申請を

しようとするとき、次の各号のいずれかに該当する場合は、交付の決定を行わないものとす

る。 

 一 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「法」

という。）第２条第２号に規定する暴力団 

 二 法第２条第６号に規定する暴力団員が役員となっている団体 

 三 暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者が役員となっている団体 

 四 次に掲げる暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する団体 

  イ 暴力団員が事業主又は役員に就任している団体 

  ロ 暴力団員が実質的に運営している団体 

  ハ 暴力団員であることを知りながら、その者を雇用し、又は使用している団体 

  ニ 契約の相手方が暴力団員であることを知りながら、その者と商取引に係る契約を締結

している団体 

  ホ 暴力団又は暴力団員に対して経済上の利益又は便宜を供与している団体 

  ヘ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難される関係を有している団体 

 

 （交付の条件） 

第７条 この補助金の交付の決定については、次の条件を付すものとする。 

一 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合に

は、速やかに知事に報告し、その指示を受けなければならない。 

ニ 補助金と補助事業に係る証拠書類の管理については、補助事業に係る収入及び支出を明

らかにした調書を作成するとともに、補助事業に係る収入及び支出について証拠書類を整

理し、かつ、当該調書及び証拠書類を補助金の額の確定の日（補助事業の中止又は廃止の

承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておか

なければならない。 

三 事業者は、この補助金の交付と対象経費を重複して、他の法律又は予算制度に基づく県

の負担又は補助を受けてはならない。 

 四 事業者は、労働基準法（昭和22年法律第49条）等の労働に関する法令及び出入国管理及

び難民認定法（昭和26年政令第316号）その他関係法令を遵守しなければならない。 

 五 事業者は、介護サービス事業所等における緊急支援体制確保計画を作成しなければなら

ない。 

 



 （申請手続） 

第８条 事業者が補助金の交付を受けようとするときは、様式１により別に指示する期日ま

でに知事に申請しなければならない。 

 

 （交付決定の通知） 

第９条 知事は、前条の規定による申請があった場合において、その内容を審査し、適当と認

めるときは、速やかに交付決定を行い、様式２により事業者に通知するものとする。 

 

 （交付決定の取消） 

第10条 知事は、事業者が第６条に規定する団体であることが判明した場合又は第７条に規定

する条件に違反した場合、不正の手段により補助金の交付決定を受けた場合は、補助金の

交付決定の全部又は一部を取り消すものとする。 

 

 （事業変更の承認） 

第 11 条 事業者は、補助事業の内容の変更（事業に要する経費の減額の場合を除く。）をし

ようとするときは、あらかじめ様式３により知事に申請し、その承認を受けなければなら

ない。 

２ 知事は、前項の承認をする場合は、必要に応じ、交付決定の内容を変更し、又は条件を

付することができる。 

 

 （事業の中止又は廃止） 

第 12 条 事業者は、補助事業の中止、又は廃止をしようとするときは、あらかじめ様式４に

より知事に申請し、その承認を受けなければならない。 

 

 （概算払の請求） 

第 13 条 事業者が補助金の概算払を受けようとするときは、様式５により知事に請求しなけ

ればならない。 

２ 知事は、前項の規定による請求があった場合において、その内容を審査し、適当と認め

るときは補助金の全部又は一部について概算払をするものとする。 

 

 （実績報告） 

第 14 条 事業者は、補助事業が完了したとき、その日から起算して１月を経過した日（補助

事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、当該承認通知を受領した日から１月を経過

した日）又は翌年度の４月 10 日のいずれか早い日までに、様式６により知事に報告しなけ

ればならない。 

 

 （補助金の額の確定） 

第 15 条 知事は、前条の規定により実績報告書の提出を受けた場合において、その内容を審

査し、適当であると認めたときは、当該実績報告書に基づいて、第５条により算定した額

と交付額のいずれか少ない方の額により、補助金の額を確定するものとする。 

 

 



 （消費税仕入控除税額の確定に伴う報告） 

第 16 条 事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金にかかる消費税及び地方

消費税に係る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除額が０円の場合を含む。）は、様式７

により速やかに、遅くとも基金事業完了日の属する年度の翌々年度６月３０日までに知事

に報告しなければならない。また、この補助金に係る仕入控除税額があることが確定した

場合には、当該仕入控除税額を県に返還しなければならない。 

 

 （その他） 

第 17 条 特別の事情により第８条、第 11 条、第 12 条、第 14 条に定める手続によることが

できない場合には、あらかじめ、知事の承認を受けてその定めるところによるものとする。 

 

   附 則 

 この交付要綱は、令和２年６月１日から施行し、令和２年５月１日から適用する。 

 

   附 則 

 この交付要綱は、令和２年９月２３日から施行し、令和２年５月１日から適用する。 

 


